
氏名 上　田　清　司 ㊞

政治家を目指した理由
　　 明確に政治家を志したのは高校２年の時です。それまで中学の教師になろうとしていました。
　当時、毎日新聞で「教育の森」というシリーズが連載されていました。その内容を読んでいるうちに、
　教師は一学級、一学校の生徒しか救えないと思いました。いい教師や良い教育環境をつくるためには
　国会議員になることだと考えました。

地域のありたい姿
　・住み慣れた地域で安心して医療や介護を受けられる健康長寿で安心の埼玉
　・超高齢化の中でも持続的な発展を続ける活力ある埼玉
　・能力開発の機会が充実し、誰もがその能力を社会で発揮できる埼玉

解決したい課題
　・急増する医療介護需要に応えるサービス供給体制の整備
　・自動車産業だけに頼らない「稼ぐ力」の育成
　・生産年齢人口の減少をカバーする女性やシニアの社会参画の拡大
　・創造力豊かな人財や高度な職業人財を育てる教育改革（教育こそ最強の成長戦略）
　・貧困が拡大する中における子どもの教育機会の保障

政策分野 　医療政策／介護支援　（２０２５年問題への挑戦）
　・３５万人参加の健康長寿プロジェクト
　・介護施設の計画的確保
　・大学病院、医学部大学院の誘致
　・地域包括ケアシステムの確立
　・元気な高齢者が地域における共助の担い手として活躍できる仕組みづくり

政策分野 　その他 （「稼ぐ力」）
　・先端産業創造プロジェクト
　　（重点５分野　：　ナノカーボン、医療イノベーション、ロボット、新エネルギー、航空・宇宙）
　・生産性向上プロジェクト
　　　中小企業のＩＣＴ活用支援、大学等と連携した中小企業の高度人材育成、
　　　経営革新計画に取り組む企業の大幅拡大とその徹底支援

政策分野 　その他 （「人財」開発）
　・「埼玉版ウーマノミクス」強化
　・「セカンドキャリアプロジェクト」
　・教え込む教育から学びあいの教育への「学びの改革」
　・グローバルリーダーの育成（新たな教育機関の設置検討）
　・高度な職業人財を育てるスーパーキャリアハイスクールの設置
　・家計が厳しい世帯の子どもの学習支援と成績優秀な高校生の大学進学支援

政策注力分野

社会保障 産業政策
社会資本整

備
教育・子育て 農林漁業

税財政・
財政再建

労働
環境・

エネルギー
行政・

議会改革
安全・防災・
震災復興

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

マニフェスト
理念

ビジョン

解決するための重要政策（優先順位の高い順に３つまで）



【個別テーマ】

テーマ① 安心・安全（医療等各種社会保障や子育て支援、防災対策、防犯対策　等）
（優先順位の高い順に３つまで）
第１優先　内容：　　２０２５年問題への挑戦
　　　　　　　　　　　　　　　　数値目標：　医療費１００億円削減

手順： 健康長寿プロジェクトの全県展開

平成２６年度まで 　→ Ｈ２７年度 → Ｈ３１年度
モデル市町村７市 ２０市町 全県展開

第２優先　内容：　　介護施設の計画的確保
期限：　４年　　　　　　　　　数値目標：　少なくても２万人の定員増

手順： 埼玉県高齢者支援計画に位置づける中で確実に実現

第３優先　内容：　　地域包括ケアシステムの確立

手順： ・訪問看護の充実などによる在宅医療の推進
・元気な高齢者が地域における共助の担い手として活躍できる仕組みづくり

テーマ② 地方創生
（優先順位の高い順に３つまで）
第１優先　内容：　　先端産業創造プロジェクト

手順： 研究機関や大学等の先端シーズ　＋　企業の優れた技術
　　　⇒　先端産業の創造
重要５分野　①ナノカーボン　　②医療イノベーション　　③ロボット

  ④新エネルギー　　⑤航空・宇宙

第２優先　内容：　　地域ごとの現状と課題の分析とそれに即した対策の推進

手順： ①地域ごとに設置する「地域の未来を考えるプロジェクト会議」における分析、検討
②ふるさと創造資金の活用や市町村への人的支援

第３優先　内容：　　外国人観光客１００万人大作戦
期限：　５年　　　　　　　　　数値目標：　外国人観光客の本県訪問率を１．８％から５％に

手順： ①新たな観光資源の創出　（アニメキャラの活用ほか）
②関係機関と構成する埼玉県観光客誘致プロジェクトチームによるプロモーション



氏名 柴田　やすひこ

政治家を目指した理由

地域のありたい姿

解決したい課題

政策分野 医療政策・介護支援
◆医療政策
〇県立大学への医学部設置や総合病院の誘致で全国水準まで引き上げる（10年以内）

◆介護支援
〇特別養護老人ホームの増設で入所待機者を解消
〇介護士など介護労働者の確保

政策分野 子育て支援・教育政策
◆子育て支援
〇子ども医療費の補助金を中学卒まで拡大し、市町村制度を18歳まで引き上げ。（2年以内）
〇認可保育所の増設で待機児童を解消（2年以内）
◆教育政策
○35人以下学級を小・中学校、高校の全学年に拡大（学年進行で実施）
○給付制奨学金制度の創設を国に働きかけるとともに、県独自の制度を検討

政策分野 中小企業政策・雇用創出
◆中小企業政策

○住宅リフォーム助成制度の創設で、県内建設業の仕事確保（1年以内）
◆雇用創出
○lブラック企業・ブラックバイトに対する規制と、最低賃金の引き上げ（2年以内）

政策注力分野

社会保障 産業政策
社会資本整

備
教育・子育て 農林漁業

税財政・
財政再建

労働
環境・

エネルギー
行政・

議会改革
安全・防災・
震災復興

２５％ １０％ １０％ ２５％ ５％ ３％ ５％ ５％ ２％ １０％

解決するための重要政策（優先順位の高い順に３つまで）

○製造業、建設業、伝統・地場産業、商業など分野別・業種別の振興計画を策定し、施策を展開
（２年以内）

マニフェスト
理念

「子どもたちを戦場に送らない」をモットーに23年間、教鞭をとった者として、解釈改憲で日本を
「海外で戦争する国」にしようとしている安倍政権の暴走政治に強い危機感をもったこと、大企業
奉仕の経済対策で「貧困と格差」が拡大し、子どもの貧困や非正規雇用が増えている現状を変
えたいという思いで政治家を志しました。

ビジョン

企業誘致によって地域活性化をはかるのではなく、福祉、医療、環境など新しい分野で需要を掘
り起こしながら県内の中小企業・地場産業、農家の仕事確保と雇用の拡大をはかり、経済の地
域内循環による持続可能な地域社会をつくりあげることです。同時に、高齢者も障がい者も安心
して生活できる地域づくりをめざします。

2030年には高齢化率が3割。遅れている医療・介護に係る基盤整備を急ぐとともに、経済的な負
担を軽減する必要があります。また、非正規労働者が3割を超えるなかで、非正規労働者の正規
雇用化を促進するとともに、貧困と格差の是正に取り組み、若者が安心して子どもを産み育てら
れる社会をめざします。



【個別テーマ】

テーマ① 安心・安全（医療等各種社会保障や子育て支援、防災対策、防犯対策　等）
（優先順位の高い順に３つまで）
第１優先　内容： 乳幼児医療助成制度の年齢拡大
期限：　　２年　　　　　　　　数値目標：１５歳まで　　　　　　　　　予算：30億円

手順：
県の補助対象を中卒まで引き上げることで市町村の制度を18歳まで拡大
1年目は小学校卒業まで拡大し、2年目で中学校卒業まで県補助の対象に
なお、国に対しても制度化を強く要求していく

第２優先　内容： 小児科・産科・救急医療の医師確保
期限：　５年　　　　　　　　　数値目標：各年10人採用　　　　　　予算：1億円

手順： 臨床研修終了医師を県職員として採用し、小児科、産科、救急の各コースごとに
後期研修を行うなかで、県が指定する地域の医療機関に派遣する

第３優先　内容： 学校給食費の無料化
期限：　　５年　　　　　　　　数値目標：50万４千人　　　　　　　　予算：75億５千万円

手順： 学校給食費の無料化を実施する市町村に対して県が3分の１を負担
5年間で全ての市町村に無料化制度を広げる（予算額は全市町村で実施した場合）
（就学援助で給食費の支給を受けている児童・生徒を除く）

テーマ② 地方創生
（優先順位の高い順に３つまで）
第１優先　内容： 分野別・業種別の産業振興計画を策定
期限：　３年　　　　　　　　　予算：年間１億円

手順： 製造業、建設業、伝統・地場産業、商業など分野別・業種別の振興計画を
中小企業関係諸団体の代表や一般県民の参加で企画・立案
各分野・業界の経営実態調査も同時に実施

第２優先　内容： 公契約条例の制定
期限：　２年　　　　　　　　　予算：２千万円

手順： 工事請負や官公需の発注において仕事を受注した企業で働く労働者の適正な
賃金や労働条件を確保するための条例を制定する

第３優先　内容： 自然エネルギー促進条例」を制定し、自然エネルギーの開発を促進
期限：　２年　　　　　　　　　予算：２千万円

手順：
自然エネルギーの割合を何割まで引き上げるかの目標を定めて、目標達成に向けた
具体的施策を条例に定め、地域振興策と結んで推進する

２年をかけて「自然エネルギー促進条例」を制定し、10年間で一次エネルギーに占める



氏名 つかだ 桂祐 ㊞

政治家を目指した理由

地域のありたい姿

解決したい課題

少子化対策／子育て支援／教育政策

企業誘致／省エネルギー政策／文化芸術振興

医療政策／介護政策

政策注力分野

社会保障 産業政策
社会資本整

備
教育・子育て 農林漁業

税財政・
財政再建

労働
環境・

エネルギー
行政・

議会改革
安全・防災・
震災復興

１８％ ２０％ １１％ ２１％ ５％ ３％ ３％ ５％ ２％ １２％

○　自民党県連が確保した1502床のベット数について、浦和美園地域への大学病院誘致など有効活
用。更なる病床数確保。
○　ＩＣＴ活用で、医療介護のシームレスな提供体制の整備。
○　看護師、介護人材など、抜本的な人材確保策の創設。

解決するための重要政策（優先順位の高い順に３つまで）
政策分野

○　子育て・教育目的であれば何でも使える奨学金「埼玉子育て応援資金」制度を創設。将来埼玉県に
在住し県民税を納付した額は奨学金返還分とみなすことで、子ども世代の埼玉県内への定住も促進。
○　待機児童解消に向け、保育施設の設置に係る経費の市町村への補助率引上げ。
○　少人数・習熟度別授業など公教育の充実を推進。

政策分野

○　先端分野の「オープン・イノベーション・アリーナ」を誘致し次世代の基幹産業を育成。
○　地域内で効率的にエネルギーを創出・使用する「スマート・コミュニティ」を普及。新エネルギー産業育
成と公共料金引下げを実現。
○　アニメ・漫画などのコンテンツ産業の拠点を創設。SAITAMAコンテンツ・トライアングルとして広く情報
発信。

政策分野

まず、人口減少を食い止めることこそ埼玉県を元気にする最大の施策です。また、埼玉県は全国におけ
る県民所得順位が低下しているので、国の成長戦略との連携不足を解消し、成長の果実を取り込みま
す。また、県民一人当たり医師数の全国最下位からの脱却や、来県外国人数の停滞解消などにも取組
みます。

マニフェスト
理念

私は自治省入省後35年間地方行政の最前線で働いてきました。中でも最も熱い情熱で仕事ができたの
が、人口700万人の大県で財政課長として県政全般に関わった埼玉県庁時代でした。埼玉で暮らし特別
なご縁を感じます。こうした中、知事による条例違反や長引く経済の低迷など埼玉の危機に立向うため、
知事選出馬を決意しました。

ビジョン

子どもが増え、企業が集まり、世界とつながる豊かな埼玉を実現します！
　●　日本一の子育て・教育環境の実現
　●　国の成長戦略と連携した経済政策による県民所得の向上
　●　全国最速の高齢化に対応した医療体制の整備
　●　快適な通勤・通学システムの構築
　●　埼玉の優位性を活かした防災拠点創り
　●　埼玉の魅力発信による外国人観光客の増加



【個別テーマ】

テーマ① 安心・安全（医療等各種社会保障や子育て支援、防災対策、防犯対策　等）
（優先順位の高い順に３つまで）

テーマ② 地方創生
（優先順位の高い順に３つまで）

埼玉の魅力を世界に発信し、外国人観光客を誘致する。
●　目標：訪問外国人観光客数の増加（来県外国人訪問数21位以上）
●　手順
　・　オリンピック・世界盆栽博・ラクビーＷ杯を契機に受入体制を整備
　・　観光づくり推進条例を活かした具体的な振興プランを策定・実行
　・　指定無形民俗文化財の保存・継承
　・　文化団体への支援を拡充

第１優先　内容：日本一の子育て・教育環境を実現！
～埼玉子育て応援資金で人口減少に歯止め～

子育て・教育に重点投資し、日本一子育てしやすい環境を整備する。
　●　数値目標：希望出生率＝1.8
　●　手順
　　　・　埼玉子育て応援資金制度を創設　→　子ども世代の埼玉県内への定住促進
　　　・　保育施設の設置に係る経費について市町村への補助率の引上げ　→　待機児童解消
　　　・　少人数・習熟度別授業など公教育の充実を推進　 →　全国学力テストの成績向上

第２優先　内容：全国最速の高齢化に対応した医療体制の整備！
～国との連携で必要な医師数を確保～

安心できる医療・介護体制を整備する。
　●　目標：県民一人当たり医師数全国最下位（７年連続）からの脱却
　●　手順
　　・　既に確保したベット数の有効活用（浦和美園地域への大学病院誘致など）　→　更なる病床数確保
　　・　ＩＣＴ活用　→　医療介護のシームレスな提供体制の整備
　　・　抜本的な人材確保策の創設　→　看護師、介護人材の確保

第３優先　内容：埼玉の優位性を活かした防災拠点創り！
～首都のバックアップ機能を誘致～

3.11大震災時に陣頭指揮を執った経験を活かし、首都直下型地震に万全の備えを講じる。また、自然災害
の少ない埼玉県の優位性を生かした街づくりを行う。
　●　手順
　　・　さいたま新都心への首都バックアップのための防災拠点を整備
　　・　大震災を教訓とした帰宅困難者対策の充実
　　・　防災センターの機能強化と防災ヘリコプターの機動力向上

第１優先　内容：関東圏最下位の県民所得を向上！
～景気回復の果実を取込む成長戦略を断行～

国の成長戦略と連携し成長の果実を取込む。
　●　目標：一人当たり県民所得関東圏最下位からの脱却
　●　手順
　　・　先端分野のオープン・イノベーション・アリーナを誘致 →　次世代の基幹産業を育成
　　・　スマート・コミュニティを普及　→　新エネルギー産業を育成、公共料金を引下げ
　　・　アニメ・漫画などのコンテンツ産業の拠点創設　 →　広く情報発信

第２優先　内容：快適な通勤・通学システムの構築！
～輸送力強化とデマンドバスの普及～

快適な通勤・通学システムを構築する。
　●　手順
　　・　ＩＣＴを活用したオンデマンドバスの普及促進など新しい交通網の整備  →　利便性向上と地域路線バ
スの経営改善を実現
　　・　北関東の玄関「大宮駅」乗換利便性向上や東口再開発の加速
　　・　首都高延伸
　　・　地下鉄７号線延伸
　　・　湘南新宿ライン川口駅停車

第３優先　内容：SAITAMAの魅力を世界へ！
～オリンピックを活かした外国人観光客の誘致～



氏名 武田　信弘 ㊞

政治家を目指した理由
県立高校勤務時代に大規模な入試・試験不正に遭遇したこと。合格確約や
入試データの書き換えが分かるテープを県に提出しても県や司法・マスコミは無視。
教育は社会の礎。それがおかしくなっていて、背景には日本社会全体を大規模に操作し、
世界の核廃棄物処分場とする西欧軍産複合体の意図があるように思えること。

地域のありたい姿
自立した社会
国に頼ることなく、他地域を犠牲にすることなく、なるべく自立した社会を作る。
現実的に言って、これ以上国の資金を当てにしても全体が衰弱するだけ。エネルギー・
食糧の自立がまず必要。災害時にも、なるべく自立して被害を少なくし、
復旧できる社会作り。地熱技術は進化していて、埼玉でも地熱利用は可能。

解決したい課題
入試・試験制度の正常化
平成22年以来入試制度は透明化された。
しかし、現実には中学時代から試験問題漏れは常態化している様子。不正の背後には
明らかに国外勢力が居て、全人口の数割程度が不正に関わってしまっている。このままでは
社会全体が、リビアのように一気に滅ぼされてしまうはずで、その警鐘を鳴らしたい。

政策分野 産業政策
大きく円安に振れると、一気に経済は行き詰るので、早急にエネルギー自立化が必要。
太陽光や太陽熱はもちろん、地熱については延性帯涵養地熱発電の可能性を探っていく。
アメリカのシェール開発も地熱開発を狙っているはずで、地熱こそが
未来を支えるエネルギー。地熱井戸は地下構造の調査にも役立ち、地震予知に繋がる。

政策分野 安全・防災・震災復興
地震衝撃波の理解。地盤が硬い方が地震衝撃波被害が大。
神奈川県北部から栃木県南部までは関東フラグメントという太平洋プレートの破片が
地下にあり、クッションの役目をして、地震被害が少なかった。
311後、関東フラグメント自体が地震を起こす可能性が高まったはずで、
浅い地震が埼玉でも起こる可能性がある。以上の広報。

政策分野
受験生の数パーセントが選抜作業に参加などの入試・試験制度の一層の透明化。
人間が一生を送り、命をつないでいくことは、入試・試験不正によっては容易にならない。
本来誰でもが自分自身を鍛えていくことができ、それこそが教育の意味。
不正がはびこる現状は将来の破たんを招いている。このことを広く訴えていきたい。

政策注力分野：地熱開発が産業政策、社会資本整備、環境・エネルギーなどで重複します。

社会保障 5 ％ 税財政・財政再建 5 ％
産業政策 20 ％ 労働 5 ％
社会資本整備 5 ％ 環境・エネルギー 20 ％
教育・子育て 2 ％ 行政・議会改革 5 ％
農林漁業 5 ％ 安全・防災・震災復興 10 ％

マニフェスト
理念

ビジョン

解決するための重要政策（優先順位の高い順に３つまで）

教育・子育て



【個別テーマ】

テーマ① 安心・安全（医療等各種社会保障や子育て支援、防災対策、防犯対策　等）
（優先順位の高い順に３つまで）
第１優先　内容：防災対策　地震対策の徹底
期限：２年　数値目標：県下自治体の50％　予算：10億から20億円　財源：地方消費税及び住民税
地震対策の徹底：
手順： １．地震衝撃波現象の周知

２．地震衝撃波被害を受けやすい地域、建造物の調査
３．被害軽減対策の実施とその進行状況の調査と見える化
４．県下自治体の相互連携の組織化

第２優先　内容：子育て支援　給付型奨学金制度の創設
期限：１年　数値目標：最低限１００名　　予算：1億円　　財源：住民税
給付型奨学金一人年額100万円、対象は高校生から大学生、各種学校生。
手順： １．県議会での条例化

２．恒久財源確保
３．学校を通した奨学生の募集
４．選ばれた学生に対しての制度の意味の理解促進

第３優先　内容：防犯対策　性犯罪者の顔写真公開と特殊詐欺の統計情報公開
期限：２年　　数値目標：１００％　　　予算：100万円　　　　　財源：一般行政経費からねん出
性犯罪者の顔写真公開と振り込め詐欺などの特殊詐欺の金融機関支店別の被害統計の張り出し
手順： １．県議会での条例化

２．実施時期の公表と社会への周知徹底
３．警察及び金融機関との協定締結
４．対策の慎重な実施

テーマ② 地方創生
（優先順位の高い順に３つまで）
第１優先　内容：地熱開発
期限：３年　数値目標：　バイナリー発電所を県下に一か所　予算：60億円　財源：国の補助金及び県債
県内エネルギーの自給を目指して、15年程度で地熱開発などを行う。
手順： １．地熱利用の理解の促進と県内地熱資源分布調査

２．既にある温泉にバイナリー発電所を併設
３．今後30年程度を見据えたエネルギー自立化構想を県下市町村で策定
４．延性帯涵養地熱発電の可能性を調査

第２優先　内容：国際エコ都市の創設
期限：４年　数値目標：県内に1か所の国際エコ都市創設　予算：2000億円　　　　財源：県債（事業債）
教育特区を含んだ国際環境エコ都市の創設
手順： １．北米やヨーロッパはもちろん、アジア、南米、アフリカなどを含んだ国際都市の構想作り

２．具体的な地域選定
３．教育特区申請。英語の公用化。（スーパーなどの商店での英語使用）
４．太陽光、太陽熱、地熱などでのエネルギー自立化

第３優先　内容：農業への地熱利用促進
期限：４年　数値目標：地熱利用モデルを最低限一つ　予算：4億円　財源：県の一般財源
台風、竜巻、豪雨への対策を兼ねた半地下式の地熱利用温室の実証実験
手順： １．埼玉県農業大学校などと連携し、ごく小規模な半地下式温室での栽培実験

２．農業への地熱利用可能地域の調査
３．一般農家の方と共同で、実証実験
＊暴風の被害を防ぐには半地下式温室が選択肢の一つのはずで、その可能性を探る


